
財務諸表に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっている。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）によっている。 

時価のないもの 移動平均法による原価法によっている。 
 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっている。 
 

（３）固定資産の減価償却の方法 

① 建物 定額法によっている。 

  ② 備品 定額法によっている。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

  ④ ソフトウエア 定額法によっている。 

なお、償却年数は５年である。 
 

（４）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

奨学貸与金については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 

  ② 賞与引当金 

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分

を計上している。 

  ③ 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上している。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算は、退職給付にかかる

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法によっている。 

 

 

 

 

 



（５）ヘッジ会計の方法  

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用

している。   

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・長期借入金 

③ヘッジ方針 

将来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行なっている。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略している。 

 

（６）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

資金の範囲は、手許現金及び随時引き出し可能な預金である。 
 

（７）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

 育英特別基本金 100,000,000 0 0 100,000,000 

小  計 100,000,000 0 0 100,000,000 

特定資産     

 奨学貸与金 27,792,212,575 2,560,842,000 5,584,875,799 24,768,178,776 

 奨学事業未収入金 389,748,162 360,326,716 389,748,162 360,326,716 

 奨学基金積立資産 10,739,976,115 6,879,465,578 3,124,400,000 14,495,041,693 

 教育振興基金積立資産 10,137,152 51,293,468 6,354,359 55,076,261 

 ＤＸ推進準備資産 0 714,394,855 0 714,394,855 

 退職給付引当資産 43,751,264 5,341,902 222,022 48,871,144 

 貸倒引当金 ▲ 2,524,413,240 ▲ 2,406,052,409 ▲ 2,524,413,240 ▲ 2,406,052,409 

小  計 36,451,412,028 8,165,612,110 6,581,187,102 38,035,837,036 

合  計 36,551,412,028 8,165,612,110 6,581,187,102 38,135,837,036 

 

 

 

 



３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応す

る額) 

基本財産     

 育英特別基本金 100,000,000 (100,000,000) (0) － 

小  計 100,000,000 (100,000,000) (0) － 

特定資産     

 奨学貸与金 24,768,178,776  (0) (0) (24,768,178,776) 

 奨学事業未収入金 360,326,716  (0) (0) (360,326,716) 

 奨学基金積立資産 14,495,041,693  (567,701,913) (2,229,780) (13,925,110,000) 

 教育振興基金積立資産 55,076,261  (48,045,641) (7,030,620) (0) 

 ＤＸ推進準備資産 714,394,855  (0) (714,394,855) (0) 

 退職給付引当資産 48,871,144  (0) (0) (48,871,144) 

 貸倒引当金 ▲ 2,406,052,409 (0) (0) (▲ 2,406,052,409) 

小  計 38,035,837,036 (615,747,554) (723,655,255) (36,696,434,227) 

合  計 38,135,837,036 (715,747,554) (723,655,255) (36,696,434,227) 

 

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建  物 4,290,408 503,654 3,786,754 

備  品 1,668,380 1,097,027 571,353 

リース資産 66,836,616 32,430,425 34,406,191 

ソフトウエア 21,766,780 16,330,723 5,436,057 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

（単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益 

第 458 回大阪府公募公債（10 年） 159,899,680 155,920,000 ▲ 3,979,680 

合  計 159,899,680 155,920,000 ▲ 3,979,680 

 

６ 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸借対照

表上の記

載区分 

公益財団法人

大阪府育英会

運営補助金 

大阪府 38,685,415 544,320,000 500,399,713 82,605,702 流動負債 

 

７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

内  容 金  額 

経常収益への振替額  

 基本財産受取利息 476,690 

 奨学基金積立資産受取利息 583,396 

 奨学基金積立資産受取配当金 408,900 

 受取奨学基金 72,801,343 

 受取教育振興基金 1,954,359 

合  計 76,224,688 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

８  関連当事者との取引の内容 

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 

種
類 

法
人
等
の
名
称 

住
所 

資産総額 

（百万円） 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

事
業
の
内
容 

議
決
権
の
所
有
割
合 

関係 
内容 

取
引
の
内
容 

取引金額（円） 
科
目 

期末残高（円） 

役
員
の
兼
務
等 

事
業
上
の
関
係 

支
配
法
人 

大
阪
府 

大
阪
市
中
央
区 

8,894,284 

地
方
行
政 

－ 
１
名 

財
政
的
援
助 

損
失
補
償

(注 1) 

－ － 1,739,032,000 

借
入
の
返
済

(注 2) 

71,503,684 

１
年
内
返
済
予
定
長
期
借
入
金 

71,503,684 

長
期
借
入
金 

35,978,174,830 

運
営
補
助 

(注 3) 

544,320,000 
預
り
金 

82,605,702 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（注１）奨学貸与金及び銀行借入金にかかるものであり、期末残高は損失補償限度額である。 

（注２）無利息である。 

（注３）大阪府の予算によっている。 

 

９ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

（１）資金の範囲と貸借対照表に掲記されている現金預金の金額とに差異はなし。 

（２）重要な非資金取引はなし。 


